
参考様式１-２ 

 

令和  年  月  日 

 

松山市長   様 

 

住 所                   

 

氏 名                   

（法人にあっては、その名称及び代表者名）  

 

欠格事由に該当しない旨の誓約書 

 

幼保連携型認定こども園の認可申請に当たり、下記の就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律（平成１８年法律第７７号）第１７条第２項各号等のいずれにも該当しない者で

あることを誓約します。 

記 

 

１ 申請者が、この法律その他国民の福祉若しくは学校教育に関する法律で政令で定めるものの規定により罰金の刑に処せら

れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

２ 申請者が、労働に関する法律の規定であって政令で定めるものにより罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行

を受けることがなくなるまでの者であるとき。 

３ 申請者が、第２２条第１項の規定により認可を取り消され、その取消しの日から起算して５年を経過しない者であるとき。

ただし、当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事

実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取

組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号本

文に規定する認可の取消しに該当しないこととすることが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに

該当する場合を除く。 

４ 申請者が、第２２条第１項の規定による認可の取消しの処分に係る行政手続法第１５条の規定による通知があった日から

当該処分をする日又は処分をしないことを決定する日までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をし

た者（当該廃止について相当の理由がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して

５年を経過しないものであるとき。 

５ 申請者が、第１９条第１項の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果に基づき第２２条第１項

の規定による認可の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をすることが見込まれる日として主務省令で定めると

ころにより都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以内に特定の日を通知した場合における当該

特定の日をいう。）までの間に前項の規定による幼保連携型認定こども園の廃止をした者（当該廃止について相当の理由

がある者を除く。）で、当該幼保連携型認定こども園の廃止の認可の日から起算して５年を経過しないものであるとき。 

６ 申請者が、認可の申請前５年以内に教育又は保育に関し不正又は著しく不当な行為をした者であるとき。 

７ 申請者の役員又はその長のうちに次のいずれかに該当する者があるとき。 

イ 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者 

ロ 第１号、第２号又は前号に該当する者 

ハ 第２２条第１項の規定により認可を取り消された幼保連携型認定こども園において、当該取消しの処分に係る行政手

続法第１５条の規定による通知があった日前６０日以内にその幼保連携型認定こども園の設置者の役員又はその園長

であった者で当該取消しの日から起算して５年を経過しないもの（当該認可の取消しが、幼保連携型認定こども園の

認可の取消しのうち当該認可の取消しの処分の理由となった事実及び当該事実の発生を防止するための当該幼保連携

型認定こども園の設置者による業務管理体制の整備についての取組の状況その他の当該事実に関して当該幼保連携型

認定こども園の設置者が有していた責任の程度を考慮して、この号に規定する認可の取消しに該当しないこととする

ことが相当であると認められるものとして主務省令で定めるものに該当する場合を除く。） 

ニ 第４号に規定する期間内に前項の規定により廃止した幼保連携型認定こども園（当該廃止について相当の理由がある

幼保連携型認定こども園を除く。）において、同号の通知の日前６０日以内にその設置者の役員又はその長であった

者で当該廃止の認可の日から起算して５年を経過しないもの 

８ 松山市内において、都市計画法の制限または規制に違反している者であるとき。 



参考様式１-２ 

 

９ 法人税、消費税及び地方消費税を滞納している法人その他団体であるとき。 

10 県内に本店又は営業所等を有する法人その他の団体にあっては、県税を滞納している法人その他団体であるとき。 

11 松山市税を滞納している法人その他の団体であるとき。 

12 松山市における指名停止措置等を申請期限の日から審査結果通知日までの間に受けている者であるとき。 

13 暴力団(松山市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団をいう。以下同じ)又は暴力団の利益となる活動を行う法人その他

の団体。 

14 役員等(法人にあっては役員及び経営に実質的に関与している者、その他の団体にあってはその代表者及び経営に実質的

に関与している者をいう。以下同じ。)が暴力団員(暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。)である法人その他の団体であるとき。 

15 役員等が、自己、自団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって暴力団又は暴力

団員を利用するなどしている法人その他の団体であるとき。 

16 役員等が、暴力団又は暴力団員に資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的にあるいは積極的に暴力団の維持運営

に協力し、若しくは関与している法人その他の団体であるとき。 

17 役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしている法人その他の団体であるとき。 

18 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している法人その他の団体であるとき。 

19 地方自治法施行令第１６７条の４(一般競争入札の参加者の資格)の規定に該当する者であるとき。 

20 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年間を経過しない者であるとき。 

21 申請日前６カ月以内に不渡手形又は不渡小切手を出した者であるとき。 

22 会社更生法の更生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの更生手続開始決定がなされていない者である

とき。 

23 民事再生法の再生手続開始の申立てをした者で同法に基づく裁判所からの再生計画認可決定がなされていない者である

とき。 

 


